様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021年　4月　20日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）もりとらすと
                              一般事業主の氏名又は名称 森トラスト株式会社
（ふりがな）だて　みわこ
                           　　　　（法人の場合）　　　伊達　美和子　　印
住所　〒105-0001
虎ノ門２丁目３番１７号
法人番号　　8010401029670　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	森トラストのDX戦略

	公表日
	　　　　2021年　　3月　　25日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページにて公表
https://www.mori-trust.co.jp/dx/index.html

	記載内容抜粋
	デジタルトランスフォーメーションによって、経済の発展と社会課題の解決を両立し、もっとわくわくするような未来の創造を実現する

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年3月24日の取締役会にて決議



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	森トラストのDX戦略

	公表日
	　　　　2021年　　3月　　25日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページにて公表
https://www.mori-trust.co.jp/dx/index.html

	記載内容抜粋
	Continue to Drive Innovation　新たな価値を創造し続けることが可能な仕組みづくり
Construct Agilely　社会やビジネス環境の目まぐるしい変化に対応できるシステム・プロセスづくり
Challenge as a Developer　実践的で高度なスキルや難局を打破する推進力を有する人財・組織づくり

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年3月24日の取締役会にて決議



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ホームページにて公表
(a)https://www.mori-trust.co.jp/pressrelease/2021/20210312.pdf
(b)https://www.mori-trust.co.jp/dx/index.html

	記載内容抜粋
	(a)森トラストグループは、コーポレートスローガン「Create the Future」のもと、時代の変化に適応した柔軟な発想とアプローチで新たな価値を創造し続けることを目指し、事業を展開しています。
そのためには IT 技術の導入と活用による DX 推進が必要不可欠であると考え、2019 年 5 月に「デジタルデザイン室」を新設しました。
(b)全社DX推進組織を立ち上げ、全社での議論を深めていくとともに、認知・理解から実行を促進していくための情報発信や社内イベントを定期的に実施し、データドリブン文化の醸成やDXマインドのDNA化を目指していきます。
また、他業種や他企業とのコラボレーションを積極的に行い、オープンイノベーション推進のエコシステム形成を目指していきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ホームページにて公表
(a)https://www.mori-trust.co.jp/dx/index.html
(b)https://www.mori-trust.co.jp/pressrelease/2021/20210312.pdf

	記載内容抜粋
	(a)BPMツールの導入を発端にプロセスの全体最適化を図り、個人および組織のパフォーマンスを最大化するとともに、マイクロサービス志向のアーキテクチャを採用し、グループシステムの先進化および高度化を実現していきます。
また、データ活用基盤を整備することでデータドリブン経営を確立させ、データを活用した新しいビジネスの創出を目指していきます。
(b)再整備された業務基盤を今後の社内における DX 推進の土台とし、新しい働き方の浸透をさらに加速させていきます。そして、社会のニーズに対応した新たな価値や次世代型サービスの提供を推進していきます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	(a)中長期ビジョン『Advance2027』
(b)森トラストのDX戦略

	公表日
	　　　　(a)2016年　　6月　　30日
　　　　(b)2021年　　3月　　25日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページにて公表
(a)https://www.mori-trust.co.jp/pressrelease/2016/20160630.pdf
(b)https://www.mori-trust.co.jp/dx/index.html

	記載内容抜粋
	(a)財務指標
・2027年度目標 売上高：2300億円、営業利益：550億円
(b)戦略の進捗・効果を評価する指標
・オープンイノベーションを推進 *1
・データ活用基盤を整備
・育成プログラムや社内コミュニティを推進

*1(参考事例)館内物流における配送集荷サービスの実証実験を開始
https://www.mori-trust.co.jp/pressrelease/2021/20210601.pdf



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　(a)2021年　　1月　　 6日
　　　　(b)2021年　　4月　　 1日

	発信方法
	ホームページにて発信
(a)https://www.mori-trust.co.jp/pressrelease/2021/20210106.pdf
(b)https://www.mori-trust.co.jp/pressrelease/2021/20210401.pdf

	発信内容
	(a)当社の様々なリソースを活用するなどしたDXへの取り組みも推進し、既存事業の枠組みを超えた新しい領域にチャレンジし続けます。
そして、ポストコロナを見据えたニューノーマル創造のけん引役となり、コロナ禍というピンチをチャンスにする気概を持って、逆境下の経営に挑みたいと考えております。
(b)このニューノーマルの時代に必要な要素として、DX（デジタルトランスフォーメーション）に着目し、ビジョンを策定しました。デジタルという社会変革を促すツールを活用して、既存ビジネスの価値観を再構築し、新たな仕組みづくりにチャレンジしていくこと、それが私たちのDX の在り方です。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年　　1月頃　～　　　2021年　　3月頃

	実施内容
	DX推進指標 自己診断フォーマットの記載



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2020年　　8月頃　～　　　2020年　　11月頃

	実施内容
	情報管理基本規程および情報システム管理規程に基づいたガバナンス体制を構築しており、内部監査の実施により情報管理におけるリスクコントロール状況について確認および対策強化を実施。
また、サイバーセキュリティリスクを軽減する取り組みとして、下記を実施。
・マルウェア対策の強化
・クラウドサービスによる不審挙動の常時監視/自動検知
・個人情報保護体制の強化
・標的型攻撃に対する啓発活動
・情報セキュリティに関するeラーニング実施



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

